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関 係 法

省 令

A、寸ヨ

学校教育法 施 行規 則の一部を改正す る 省令

｛喜背骨）

（文部23) 1 0. 1 5  

規 則

計 算証明規 則の一部を改正す る 規 則 （会計検査院
4 )  1 0.26 

俸給の特別調整額の一部 を改正 す る 規 則 （ 人事院

9- 17) 1 0. 31 

訓 令

国 立大学の附属図書館に 置く分館 を 定める 訓 令の
一部を改正 す る 訓 令 （文部33) 1 0 . 5 
文部省会計事務取扱規程の一部 を改正する訓 令

（文部34) 1 1. 2 

報 第131 ・ 132号

大学設置基準の一部 を改正する

省令の制定について

文部省令第2 1 号

学校教育法 （昭和22年法 律第 26号） 第 3 条及び第 8 8条の

規 定に基づき， 大学設置基準の一部を改正す る省令を 次の

よ うに定める の

昭和 45年 8 月3 1 日

文部大 臣 坂 田 道 大

大 学設置基準の 一部 を改正す る 省令

大学設置基準 （昭和3 1年 文 部 省令第28号）の 一部 を 次の

よ うに改正す る つ

第 1 9条第 2項中 「又は 学科」を 「及び学科 又は 課程」に

改 める 。

第2 0条を 次の よ うに改 める 。

（一般教 育科目〉

第20条 大学は ， 一般教 育科目に関す る 授 業科 目を 人文 ，
社会 及び自然の 三分野に わた って開設す る もの と す る 。

2 前項の 授 業科 目は ， ーの学 問分野に 関す る もの 又は 特
定の 主題を教授 す る た め二以上の学問分野の 内容を 総合
したもの と す る 。
第25条を 次の よ う に改 める 。

（ 各授 業科目の 単位数）

第25条 各授業科 目の 単位数は ， 大学 に おい て 定める もの
と す る 。

第26条中 「前 条に規 定す る 各授 業科目に対す る 」を 「各
授 業科 目の 」に改める 。

第 2 9条第 2項中 「人文科学 及び社会科学 」を 「人文及び
社会の分野 」に改める 。

第3 2条第 1項中 「定める と こ ろ に よ り 」を 「定める 単位

を 含め」に改 め， 同項第 1号 を 次の よ う に改 める 。

(1）一般教育科 目に つい ては ， 人文， 社会及び自然の 三
分野に わた り 36 単位
第3 2条第 1項第 4 号 中 「76 単位以上」を 「7 6 単位」に改

め， 同条第 2項を 次の よ う に改める 。
2 前項の規 定にかか わらず， 大学は ， 学部， 学科又は課

程 の 種類に よ り 教育 上必要がある と きは ， 一般教育科 目

に つい て 同項第 1 号の規定に よ り 修得す べき単位の う ち
1 2 単位ま で を ， 外国語 科目， 基礎教育科 目叉は 専門教育

科目に つい て の 単 位 で代える こと が で きる 。
第32条に 次の 1項を加える 。

3 二以上の 外 国語の 科目 の修得を卒業の要件と す る 大学
の場合に あっ て は ， ーの 外 国語の科目の 単位は ， 第 1項
第 2 号 の 外 国語科 目につい て の 単位と し ， 他 の 外 国語の
科目の 単位 （ 前項の規 定によ る もの を 除く。） は ， 第 1
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項第4号の専門教育科目についての単位とみなす。
第33条第 2 項を次のように改める。

2 進学の課程においては，次の各号に定める 単 位を含
め，64単位以上を修得する こととする。
(1) 一般教育科目については，人文，社会及び自然の三

分野にわたり36単位
(2) 外国語科目については，英語及びドイツ語それぞれ

8 単位文は英語及びフランス語それぞれ 8 単位，合計
1 6単位

(3) 保健体育科目については，講義及び実技4単位
凶 基礎教育科目については， 8 単位
第33条に次のー項を加える。

3 前項の規定にかかわらず，大 学は，教育上必要がある
ときは， 一般教育科目について同項第 1号の規定により
修得すべき単位数のうち 12単位までを，外国語科目又は
基礎教育科目についての単位で代えることができる。
第40条第 1 号を次のように改める。
(1） 一般教育科目に関する図書 人文，社会及び自然の

各分野についてそれぞれ800 冊以上，合計3,000冊以上
第45 条中第2項及び第3項を次の ように改める。

2 前項に規定する授業科目を開設する大 学の外国人留学
生に係 る卒業の要件ーとして修得すべき単位数は，第32条
第 1 項の規定にかかわらず，それぞれ一般教育科目につ
いては同項第 1号の規定により修得すべき単位数36単位
のうち16単位まで，外国語科目については同項第2 号の
規定により修得すべき単位数8 単位又は保健体育科目に
ついては問項第 3号の規定により修得すべき単位数4単
位のうち講義2 単位を，日 本語科目又は 日本事情に関す
る科目についての単位で代える ことができる。

3 第 1 項に規定する授業科目を開設する大 学の外国人留
学生に係 る進学の課程において修得すべき単位数は，第
33条第2 項の規定にかかわらず， それぞれ一般教育科目
については同項第 1 号の規定により修得すべき単位数36

報 第1 31・132号
単位のうち1 6単位まで，外国語科目については同項第2
号の規定により修得すべき単位数16単位のうち ーの外国
語の科目 8 単位又は保健体育科目については同項第3号
の規定により修得すべき単位数4単位のうち講義2 単位
を，日本語科目又は 日本事情に関する科目についての単
位で代えることができる。
第45条第4項を削る。

「i一般教育科目
別表第 1 の表中 ：人文 科学系 ：

1社 会 科 学 系
自然 科 学 系l 41」

「！一般教育科目 るめ改
1l－

 

門司dnku

 

Rd

 
別表第 1 の備考第3号中「社会科学系以外」を「一般教

育科目叉は外国語科目」に改め，同表の備考に次の 1 号を
加える。

六 この表に定める一般教育科目の教員数 の う ち人
文，社会及び自然の各分野ごとの数は， 入 学 定 員
1 00人の場合にはそれぞれ 1人以上，入学定員200人
の場合及び300人の場合にはそれぞれ 2 人以上と す
る。

「 ；一般教育科目
別表第 2 の表中 ｜人 文 科 学 系

i社 会 科 学 系
！自 然 科 学 系｜ 3 t」

1
1
4
 

「を i一般教

育科目 ！ 5 ! 6 ！」に改め，同表に次の備考を加える。
備考

この表に定める一般教育科目の教員数のうち 人文，
社会及び自然の各分野ごとの数は，それぞれ1 人以上
とする。

附 則
この省令は，昭和46 年4月 1 日から施行する。

大学設置基準新旧対照表（抄〉

改 正 設 置 基 準 現 行 設 置 基 準

第 1 ：章 総 則 第 1章 総 則
（略） （略）第2章 学 部 第 2 章 学 部
（略） （略）

第3章 学科目制，講座制及び教員組織 第3章 学科目制，講座制及び教員組織
（略） （略〉

第4章 教員の資格 第4章 教員の資格
（略） （略）

第 5章 学生定員 第 5章 学生定員
（略） （略）

- 2 -
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改 正 設 置 基 準
第6 章 授業科ヨ

第18条 （略）
（授業科目の区分）
第19条 大学で開設すべき授業科目は， その内容により，

一般教育科目， 外国語科目， 保健体育科目及び専門教
育科目に分ける。

2 前項に規定する も ののほか， 学部及び学科又は課程
の種類によっては， 基礎教育科呂を置くことができる。

（一般教育科目）
第20条 大学は， 一般教育科目に関する授業科目を人文，

社会及び自然の三分野にわたって開設する ものとする。 l
2 前項の授業科目は， ーの学問分野に関する も の叉は ｜ 

特定の主題を教授するため二以上の学問分野の内容を ｜ 総合したも のとする。 ｜ 

第21条から第24条まで（略）
第7章 単 位

（各授業科同の単位数）
第25条 各授業科目の単位数は， 大学において定める も

21::.之ムー

（単位の計算方法）
第26 条 各授業科目の単位数は， 1単位の履習時聞を教

室内及び教室外を合わせて45時間とし， 次の基準によ
り計算する も のとする。

（略）第8章 授 業
第27条および第28条（略）
（授業を行う学生数〉
第29条（略）

- 3 

報 第13 1・132号
現 行 設 置 基 準

第6 童 授業科目第四条 （略）
（授業科目の区分〕

第四 条 大学で開設すべき授業科目は， その 内 容 に よ
り， ー按教育科目， 外国語科目， 保健体育科目及び専
門教育科目に分ける 。2 前項に規定する も ののほか， 学部又は学科の種類に
よっては， 基礎教育科目を置くことができる。

（一般教育科目〉
第20条 一般教育科目は， その内容により，人文科学，

社会科学及び自然科学の三系列に分ける。
2 大学は， 次の各号に掲げ る一般教育科目に関する授業科目のうち， 各号の系列についてそれぞれ3科目以
上， 全体として12科目以上の授業科目を開設する も の
とする。
(1） 人文科学系 哲学， 倫理学， 歴史， 文学， 音楽，

美術
(2 ） 社会科学系 法学， 社会学， 政治学， 経済学
\3) 自然科学系 数学， 物理学， 化学， 生物学， 地学

3 大学は， 前項各号に掲げ る授業科目のほか， 一般教
育科目として適当と認められる授業科目を必要に応じて同項各号のいずれかの系列に加えることができる。

4 心理学， 統計学等の授業科目で， ーの授業科目が第2項各号の系列のうち二以上の系列のいずれにも分類
できるときは， 大学においてその授業科目の内容及び
計画に従い，いずれかーの系列に加えることができる。

第21 条から第24条まで（略）
第7章 単 位

（各授業科目の単位数〉
第2 5条 各授業科目の単位数は， 次の各号に定めるとお

りとする。
(1）一般教育科目は， 原則として 4 単位とする。
(2 ） 外国語科目は， 8単位とする。 ただし， 二以上の

外国語の科目を開設する大学にあっては， ーの外国
語の科目を8単位とし， 他の外国語の科目は， 4 単
位以上とすることができる。

(3) 保健体育科目は， 4 単位 とし， 講義2単位及び実
技2単位とする。

(4）専門教育科目及び基礎教育科目は， 4 単位以上とする。 ただし， 教育上の必要がある場合は， 3単位
又は2単位とすることができる。

（単位の計算方法）
第2 6条 前条に規定する各授業科目に対する単位数は，

1単位の履習時聞を教室内及び教室外と合わせて45時
間とし， 次の基準により計算する も のとする。

（略）
第8章 授 業

第27条および第28条（略）
（授業を行う学生数）
第29条（略）
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改 正 一－”置又 置 基 準 ｜ 現 行 設 置 基 準 ｜ 

2 前項の規定にかかわらず， 人文及 び社会の分野に関 ！ 
ずる授業科目並 びに保健体 育科目に関する授業科目に iついては，大学の事情により，前項に規定する学生数 ｜以上とすることができる。ただし， 特別の 場 合 を 除 l
き ， 200人をこえないものとする。 ｜ 第30条 （略）

第 9章 卒業の要件及び学士
第31条 （略）
（卒業の要件）
第32条 卒業の要件は，大学に4 年以上在学し， 次の各号に定める単隼主主主之， 124単位以上を修得すること

とするc
(1）一般教育科目については， 人文，社会及 び自然の

三分野にわたり36単位。

(2) 外国語科目については，ーの外国語の科目8単位
(3） 保健体育科目については，講義及 び実技4単位
(4）専門教育科目については， 76単位2 前 項の規定にかかわらず，大学は，学部，学科文は
課程の種類により教育上必要があるときは， 一般教 育科目について同項第 1号の規定により修得すべき単位
のうち 12単位までを，外国語科目，基礎教育科目叉は
専門教育科目についての単位で代えることができる。

3 二以上の外国語の科目の修得を卒業の要件とする大
学の場合にあっては，ーの外国語の科目 の科 目 の単位 ; 
は， ll車 中 2 号の注目蓋赴自 についての単位4ムι i他の外国語の科目 の単位（前 項の規定によるものを除 ！
く。） は， 第 1 項第 4 号の専門教育科目についての単 ｜
位とみなす。

（医学及 び歯学の大学の卒業の要件）
第33条 （略）
2 進学の課程においては，次の実芳に定める主隼主主
注品64単位以上を修得することとする。
(1）一般教育科目については， 人文， 社会及 び自然の

三分野にわたり36単位 ｜ 

関する授業科目並 びに保健体育科目に関する授業科目 ｜ 
については，大学の事情により，前項に規定する学生 ｜
数以上とすることができる。 ただし， 特別の場合を除
き，200人をこえないものとする。

第30条 （略）
第 9主主 卒業の要件及 び学士

第31条 （略）
（卒業の要件）第32条 卒業の要件は， 大学に4 年以上在学し，次の各

号に定めるところにより， 124単位以上を修得するこ
ととする。
(1）一般教育科目については，第20条第2 項各号の系

列についてそれぞれ 3科目以上12単位，合計9科目
以上36単位。 ただし， 専門技能の教育を主とする学部にあ っ ては，その専攻分野に関連のある一般教育
科目の単位のうち，8単位を限り，基礎教育科目 の
単位をもってかえることができる。

(2） 外国語科目については，ーの外国語の科目 8単位
(3) 保健体育科目については， 講義及 び実技4単位
(4）専門教育科目については， 76単位以上

2 二以上の外国語の科目の修得を卒業の要件とする大
学の場合にあっては， ーの外国語の科目 の単位は，前
項第2号によるものとし，他の外国語の科目は，前項
第 4 号の単位に含まれるものとする。

（医学及 び歯学の大学の卒業の要件）
第33条 （略）2 進学の諜程においては， 次の表の上欄に掲げる授業

科目につき，同表の下欄に掲げる単位を含め， 64単位
以上を修得するものとする。

�）外国語科目については， 英語及 びドイツ語それぞ i
れ8単位又は英語及 びフランス語それぞれ8単位，

i 人文科学系の科目 のう I 12単位ι ち 3科目 ! ； 社会科学系の科目のう I 12単位
念己正主主

(3) 保健体育科目については， 講義及 び実技4 単位
(4 ） 基礎教育科目については，8単位

3 前項の規定にかかわらず，大学は． 教育上必要があ
るときは，一般教育科目について同 項第 1 号の規定に
より修得すべき単位数のうち12単位までを， 外国語科
目叉は基礎教育科目についての単位で代えることがで
きる。

｜ ち 3 科目 ｜ 
! 自然科学系の科目中物 i 各4単位（うち1単位は｜ 理学E 化学， 生物学及 ｜ 嬰立認ても旨守
i び数学のうち 3 科目 ｜ でない） につき12単位

I i τ薗藷有百芳ア頁丁一一一一
； 語及びドイツ語J x.は I 16単位i 「英語及 び フランス語」 ；
｜ 保健体育科目（講義及 ！ 4 単位i び実技） ｜ 
j 基礎教育科目 ! 8単位

-4 -
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改 正 設 置 基 準

第34条 （略）
第10章 校地， 校舎等の施設

（略）
第11章 設備及び付属施設

第四条 （略）
（図書及 び学術雑誌）第40条 大学は， 授業科目 の種類に応 じ ， 次の各号に掲

げる冊数及 び種類数の図書及び学術雑誌（マイクロフ
ィルムによるものを含む。 以下同 じ。） を系統的に整
理して備えるものとする。

人文， 社会及 び自然の各(1）一般教育科目 に関す ヲ: 0 分野について そ れぞれ図書 800冊以上， 合計3, 000冊
（略）

第41条 （略）
第12章 雑 則

第42条から第44条まで （略）

以上

（外国人留学生に関する授業科目 等の特例〉
第45条 大学は， 外国人留学生 （大学において教育を受

ける目 的をもって入国し， 大学に入学した外国人留学
生をいう。 以下同じ 。 〉の教育について必要があると
認めるときは． 第四条に規定するもののほか， 日本語
科目及 び 日 本事情に関する科目を置き ， これらに関す
る授業科目を開設することができる。

2 前項に規定する授業科目を開設する大学の外国人留
学生に係る卒業の要件として修得す べき単位数は， 基
32条第 1 項の規定にかかわらず， それぞれ一般教育科
目 については同項第 1号の規定によ り 修得すべき単位
数36単位のうち16単位まで， 外国語科目 については同
項第2号の規定によ り 修得すべき単位数8単位文は保
健体 育科目 については同項第 3号の規定によ り 修得す
べき単位数4単位のうち講義 2 単位を， 日本語科目又
は日本事情に関する科目 についての単位で代えること
ができる。

3 第 1 項に規定する授業科目を開設する大学の外国人
留学生に係 る進主2翠翠において修得すべき単位数は，
第33条第2 項の規定にかかわらず， それぞれ一般教曹
科目 については問 項第 1号の規定により修得すべき単
位数36単位のうち16単位まで， 外国語科目 については
同項第2号の規定によ り 修得すべき単位数16単位のう
ちーの外国語の科目 8単位里は保健体育科目 について

- 5 

報 第131・132号
現 行 設 置 基 準

備考
1 この表中人文科学系の科目 ， 社会科学系の科目及
び自然科学系の科目は， 一般教育科目として修得す
るものとする。

2 基礎教育科目は， この表中自然科学系の科目として掲げるもののうち， 一般教育科目として修得しな
かった科目 及びその他の科目について修得するもの
とする。

第34条 （略）
第10章 校地， 校舎等の施設

（略〉第11章 設備及 び附属施設
第四条 （略）
（図書及び学術雑誌）
第40条 大学は， 授業科目 の種類に応 じ ， 次の各号に掲

げる冊数及 び種類数の図書及 び学術雑誌（マイクロフイノレムによるものを含む。 以下同じ。 ） を系統的に整
理して備えるものとする。

第20条第2 項各号の系列に
(1）一般教育科目 に関ナ ついてそれぞれ 1. 000 冊以

る図書 上
（略）

第4 1条 （略）
第12掌 雑 則

第42条から第44条まで（略）
（外国人留学生に関する授業科目 等の特例）
第45条 大学は， 外国人留学生（大学において教育を受

ける目 的をもって入国し， 大学に入学した外国人留学
生をいう。以下同 じ。） の教育について必要があると
認めるときは， 第 四条に規定するもののほか， 日 本語
科目及 び 日 本事情に関する科目を置き， これらに関す
る授業科目を開設することができる。

2 前項の授業科目 の単位数は， 原則として4 単位とし，単位の計算方法については第26条の定めるところによ
るものとする。

3 第 1 項に規定する授業科目を開設する大学の外国人
留学生に係る卒業の要件として修得す べき単位数は，
第32条の規定にかかわらず， 一般教育科目 については同条第i 項第 1号の規定により修得すべき単位数36単
位のうち第20条第2 項の各号の系列についてそれぞれ
1 科目以上4単位以上， 合計5 科目 以上20単位以上，
保健体育科目 については第32条第 1項第 3号の規定に
より修得すべき単位数4 単位のうち実技2単位とし，これらの科目 のその他の単位は， 日 本語科目及 び 日本
事情に関する科目 の単位をもって代えることができる。

4 第 1 項に規定する授業科目を開設する大学の外国人
留学生に係 る医学又は歯学の大学学部の進学の課程に
おいて修得すべき単位数は， 第33条第2 項の規定にか
かわらず， 人文科学系及び社会科学系の科目について
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準
は同項第3号の規定により修得すべき単位数4 単位の I 
うち 講義2単位を， 日本語科目又は 日本事情に関する ｜ 
科目についての単位で代えることができるc ｜ 

第4 6条 （略）
附 則

（略）
附 則

この省令は，昭和4 6年 4 月！日 から施千7する。
別表第 1 （医学， 歯学以外の学部の一般教育科目 ， 外

国語科目及 び保健体育科目専任教員数）
！ 専 任 一瓦一 員 数 ｜ 授業課目 ｜ の 種 類 ！入 学 定員：入学 定員 ｜入 学 定員i lOO人の場合.200人の場合 ！300人の場合

一般教育科目 ｜ s 1 s I 9 
外 国 語科目1 2 I 3 i s 
保健体育科目 ｜ 0 I 1 ! 1 

I 合 計 i 7 I 12 : 15 I 
備考

1 および2（略）
3 入学定員が 100 人未満の場合は，一般教育科目 又

は外国語語科目の教員1人を減 じて 6 とすることができる。
4 お よび 5 （略）
6 この表に定める一般教育科目 の教員数 の う ち 人
文，社会及 び自然の各分野ごとの数は，入学定員100
人の場合にはそれぞれ 1 人以上， 入学定員200人の
場合及 び300人の場合にはそれぞれ2人以上とする。

別表第2 （進学の課程の専任教員数〉
｜ 専 任 教 員 数 i授 業 科 目 ｜ ｜ の 種 類 ｜ 入 学 定 員 ｜入学 定員 ｜

一般教育科目
外 国 語 科 目
保健体育科目
合 計

備考

！＿§旦M墨金斗�量全 l
1 i 2 
0 i 0 
6 i 8 

との表に定める一般教育科目の教員数のうち人文，
社会及 び自然の各分野ごとの数は，それぞれ 1 人以上
とする。
別表第3およ び第4 （略）

報 第131・132号
現 行 設 置 基 準

は同条同項の規定により修得すべき単位数12単位のう
ちそれぞれ 1 科目以上4 単位，保健体育については同
条同項の規定により修得すべき単位数4 単位のうち実技2単位とし，これらの科目のその他の単位は， 基礎
教育科目， 日本語科目及 び 日 本事情に関する科目の単位をもって代えることができる。

第46条 （略）
附 則

（略）

別表第 1 （医学，歯学以外の学部の一般教育科目，外
国語科目及 び保健体育科目専任教員数）

｜ 授業科目 ｜ 専 任 教 員 数 ！ の 種 類 ｜入学 定員i入 学 定員 ｜入 学 定員 ！100人の場合1200血盟金旦_Q_QA_q2墨金 i
一般教育科目 ｜ ！ 

人文科学系 1 2 : 3 I 3 ! 
社会科学系 ！ 1 ! 2 i 2 i 
自然科学系 （ 2 ! 3 ! 4 I 外 国 語 科目： 2 : 3 I s I ｜ 保健体育科目 j 0 i 1 I I 合 計 7 12 I 15 ! 

備考
1 および 2 （略）
3 入学定員が 100 人未満の場合は，社会科学系以外

の教員1人を減 じて 6 人とすることができる。
4 お よび 5 （略）

別表第 2 （進学の課程の専任教員数〉
: ｜専 任 教 員 数 ｜授 業 科 目 ｜ ｜ の種類 ｜ 入 学 定員 ！入 学 定員 ｜

I 

§0人の場合 ！120人の場合 ｜
一般教育科目

4 i 2 I 
0 i 8 ! 

別表第3及 び第 4 （略）

- 6-
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てL、つ等件要の業卒

般〕〔ー

124以上計Fit

－－i一

1 . 医・歯以外の学部
外国 語8 専 門76 ｜保健体育 ｜4 i （

旧）

124以上計
一
日
iii
： 一

保司体育 ｜
ごとL12 

専 門76 外 国 語8 （
新） 内12以内を「外国語」 「基礎教育 」「専門」で代えること可

64以上計保健体育｜ 基礎教育 ！
8 4 

外 国 語( 2科目〉16 

育教礎基育体健保

2. 医・歯の進学課程

自然科学12 
36 

社会科学12 
一般教育

人文科学12 
（
旧）

/ 12 一般教育 36 （人文， 社会 ，自然の3分野にわたって） 64以上計8 4 
語自国科目

外ω（
新） 内12以内を 「外国語」，：「基礎教育 」で代えること可

〔外国人留学生〕
1 医・歯以外の学部留学生

｜ 外国語 l 実 技8 I 2 124以上計
専 門76 日本語等18 

学
ヒ一Jf『－F吋沖汁弘一fj一酌4一

2 0  
人文科学4 以上

一般教育
社会科学4 以上

（
旧）

専 門76 実 技2 日本語等26 
/ 8 �· 一一般教育 20（人文i， 社会，自然の3分野にわたっiて〉

内12以i内を 「外国語」 ，「基礎教育 」，「専門」で代える こと可
124以上計（

新）

64以上計
技 ｜基礎教育 ｜

8 2 
｜ 実語自国科目

外ロ日本語等基礎教育18 
20 
自然科学12 

2. 医・歯学部留学生の進学課程

l竺人竹社宅群i
（
旧）

64以上計技 Fで育 ｜外 国 語｜ 実( 1科目） ｜8 i 

� －－· · 
一般教育 20 （人文 ，社会， 自然の 3 分野にわたっ白て）

8 

2 
日 本語等2 6  （

新） 内12以内を「外国語」， 「基礎教育」で代えること可
-7-
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昭和4 5年10月・11月 声LI,弓ー 第131・132号
大学設置基準の改正につ い て （解説）

I はじめに
昭和4 5年8月3 1 日 ， 大学設置基準 （昭和31年文部省令第

28号） の一部を改正する省令が公布され， 昭和46年 4 月 1
日 から施行されることになった。 また， これとあわせて，
教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令も公布， 施
行されることになった。

今回の大学設置基準の改正は， この省令が制定されて以
来1 5年ぶりの大改正であるが， 大学における教育， とくに
一般教育関係の教育課程を従前以上r弾力的に編成， 展開
することができる よう所要の措置を講じたものである。

この省令の本文， 施行通達等については，,8Jj添資料のと
おりであるが， 以下にその具体的内容について説明を加え
ることとする。
I 改正の趣旨

大学における一般教育は，過度の専門化によ る弊害を避
け， 良識のある市民としての教養を培うため， いわゆる新
制大学の重要な理念のーっとして戦後とり入れられたもの
であるが， 20年の経験を経た今 日 ， なお必ずしも大学教育
に定着したとはいいがたくその改善方策については， 従来
から重要な， かつ緊急を要する課題とされてきた。

これについては，すでに昭和38年の中央教育審議会の答
申において， 抜本的方策が示されており， 文部省ではこれ
を具体化すベく大学基準等研究協議会を設けて改善策を諮
問し， 昭和40年には大学設置基準の改善についての答申を
得た。 しかしながら， 当時の時点でこれを全両的に実施す
るについては， 各大学の実状等からみて， なお，検討すべ
き問題が残されていたため， 文部省としては， 大学設置基
準の改正についても， さらに大学の実態の推移等をみきわ
めたうえで， あらためて検討することとした。

しかし， 一昨年来の大学紛争を直接の契機として， 最近
多くの大学において自主的な大学改革のための検討が進め
られ， その一環として大学教育の内容とくに一般教育の改
善を図ろうとする具体的な動きが目立ってきており， それ
にともなって， 大学設置基準の関係部分の改正を要望する
声が， 国立大学協会など各方面から高まってきた。

もとより， 大学の管理運営， 教育研究組織等制度の基本
に触れる ような改善策については， 現在， 審議ポ進められ
ている中央教育審議会の最終答申をまち， これを基礎とし
て具体的に取り組んでゆく予定であるが， 一方， 現行制度
の枠内でとり得る改善措置については， 関係者の合意を得
られる部分からできるだけ， すみやかに着手してゆくこと
が適当であると考える。

今回の改正は， 以上の ような観点に立ち， 大学設置基準
のうち主として， 一般教育に関する部分を改正することと
したものである。

報
なお， 今回の改正は， 授業科目の開設方法，履修方法の

改善等昭和40年3 月の， 大学基準等研究協議会の答申のう
ち， 関係各方面から特に要望が強く， かつ関係者の合意が
得られる部分に隈ることとし， 教員組織， 施設および設備
等の拡充を伴うもの （単位の計算方法の改善を含む。 ） に
は触れないこととした。
)[ 主要改正点、

1 . 一般教育科目の開設方法について
（旧） ｜ （新）

① 人文科学， 社会科学 ｜ ① 人文，社会および自然および自然科学の系列 ｜ の三分野にわたって開設
ごとに， それぞれ3 科 ｜ すること。目以上， 全体として12科目以上開設 するこ ！と。 ｜

① 原則として， 単一科 ｜…こと （ ① 単一科目に加えて， いわゆる総合科目 （二以上の学問分野の内容を総合して編成された科目） の開設も認められること。
2. 各授業科目の単位数について

（旧） ｜ （新）
授業科目の種類ごとに，単位数が一律に定められていること。
例 一般教育科目は原則として4単位。

3 . 卒業の要件について（旧〉① 一般教育科目については， 人文科学， 社会科学， 自然科学の系列ごとにそれぞれ3 科目以上， 12単位， 合計9科目以上36単位を修得すること。
① ただし， 専門技能の教育を主とする学部にあっては，8単位まで基礎教育科目の単位で代えることができること。

授業科目の単位数は， 大学において定めるところによるものとすること。

（新）① 一般教育科目については， 人文， 社会， 自然の三分野にわたり36単位を修得すること。

① ただし学部， 学科等の種類によって教育上必要があるときは， 12単位まで外国語科目， 基礎教育科目， 専門教育科目の単位で代えることができること。
4 . 医・歯学部の進学課程の修7の要件について

（旧） ｜ （新）
① 一般教育科目について修得すべて単位は3の①に同じ。
① 振替は認 め ら れ な

① 一般教育科目について修得すべき単位は3 の①に同 じ。
① ただし， 教育上必要があるときは， 12単位まで外国語科目または基礎教育科目の単位で代えることカ1でき ること。

5 . 外国人留学生に係る卒業の要件等について

し、。

nむ



昭和4 5年10月・11月
（｜日）

① 一般教育科目について修得すべき単位は3の①に同 じ。
① 日本語科目等を開設する場合は， 一般教育。科目のうち16単位， および保健体 育科目のうち実技 2単位， 合計18単位まで日 本語科目等の単位で代えることができ る こと。
① 外国語科目については， ーの外国語の科目8単位を修 得 す る こと。

品同守』

（新）
① 一般教育科目について修得すべき単位は3の①に同 じ。
① 上の 日 本語科目等の単位への振替に加えて， 学部， 学科等の種類により教育上必要があるときは12単位まで， 外国語科目基礎教育科目， 専門教育科目の単位で代えることができ ること。
① 外国語科自の修得は，卒業の要件としないことができ ること（日本語科目等への振替 え を 認 める） 。

④ 医・歯学部の進学課程の修了の要件についても ， ①
一①と同趣旨の改正を行なうこと。

6. その他
(1） 一般教育科目に関する図書の冊数について

（旧）
人文科学， 社会科学，自然科学の系列ごとにそれぞれし000 冊以上備えること。 ｜ 

（新）
人文， 社会， 自然の三分野についてそれぞれ800 冊以上， 合計3. 000冊以上備えること。

(2） 一般教育科目に関する専任教員数について
① 医・歯学部以外の学部入学定員

100人200人300人
人文科学系 2 3 3 社会科学系 1 2 2 向然科学系 2 3 4 

① 医・歯学部の進学課程入学定員 60人 120人
人文科学系 3 社会科学系 1 自然科学系 1 

旬l
’l
凋斗

7. 施行期 日
昭和46年 4 月 1 日 から施行。

入学定員
iOC人 2�二人 300人

5 (1) 8 (2) 9 (2) 
カッコ内の数字は各分野ごとに最小限置くべき教員数を示す。

入学定員 60人 120人
5 (1) 6 (1) 

カッコ内の数字は各分野ごとに最小限置くべき教員数を示す。

報 第1 31・132号
M 解 説
1 . 一般教育科目の開設方法（第20条関係）

(1) 人文， 社会， 自然の三分野にわたって開設する
こと。

従来の大学設置基準（以下「基準Jという。 ） によれ
ば， 一般教育科目はその内容により， 人文科学， 社会科
学およ び自然科学の三系列に分けられ， 大学は一般教育
科目に関する授業科目として， その三系列についてそれ
ぞれ3科目以上， 全体 としては12科目以上の授業科目を
開設すべきものとされていた。今回の改正では， これが人文， 社会およ び自然の三分
野にわたって開設することと改められた。 従来の基準と
もっ とも異なる点は， 人文， 社会， 自然の各分野ごとに
開設すべき授業科目数の基準をとくに示さないこととし
たことである。 これは， 各大学が一般教育科目に関する
授業科目として， 人文， 社会， 自然の三分野のうち， ど
のよ うな内容に重点を置くかたちで授業科目を開設する
かについては， 基準で一律に規定する よりも， 各大学の
自主的判断にゆだねる方が適当であるとの考え方によ っ
たものである。

したがって，基準上は開設する授業科目の内容が， 全
体として人文， 社会， 自然の三分野にわたるべきことの
みが必要な条件となり， 大学としては， その枠内におい
て一般教育科目に関する授業科目について相当自由な開
設方法をとることができることとなる。

もっとも， こ の点に関しては， 従来の基準との比較に
おいて， たとえば極端な場合には一分野 1 科目だけ開設
すればよいのではないかという疑問 が 生ずるおそれが
ある。 しかしながら，第一に大学における一般教育が，
「広い教養を与え， 学問の専門化によ って起りうる欠陥

を除き， 知識の調和を保ち， 総合的かつ 自主的な判断力
を養う」（昭和38年中央教育審議会答申 「大学教育の改
善について」） という目的を有しているこ と に つ いて
は， これまでと変っていない。 したがって， 今回の改正
によ っ て， 専攻分野に関連の少ない分野を軽視して一般
教育を専門教育の準備教育的なものとしたり， あるいは
各分野ごとに開設する授業科目の割合を決定するにあた
って， 他の諸条件に対する便宜的配慮を優先させるとい
うようなことは， 基準の本来の趣旨からみてきわめて不
適当な措置といわざるをえない。 第二に， 授業科目は，
各分野について， ある程度の選択の余地を用意する こと
が一般教育に魅力をもたせる一つの要因になっていると
もいえることからすれば， 一分野 1 科目とい う よ う な
「貧弱なメニュ」」はでき る限り避けねばならないこと

は当然である。
すなわち， 開設すべき授業科目がその内容において，

人文， 社会および自然の三分野のうちいずれか特定の分
9 -
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野を欠いてはならないことはもとよ り，便宜的な扱いに
よって特定の分野に著しく偏ることも適当ではないこと
を特に留意され，今回の改正の趣旨を一般教育の改善に
生かすよ う積極的に努力されたい。
r聞 いわゆる総合科目を開設してもよ いこと。

従来の基準においては， 一般教育科目に関する授業科
目として，原則的には伝統的な学問分野の区分にしたが
った， いわゆる 「単一科目」の開設だけが認められてい
た。 従来の基準上例示されていたものでいえ ば ， 「哲
学」「歴史」f経済学J「化学」等々である。

今回の改正では 「ーの学問分野に関する授業科目，ま
たは特定の主題を教授するため二以上の学問分野の内容
を総合した授業科目」のいずれをも一般教育科目に関す
る授業科目として認めることとしたので，いわゆる「総
合科目」の開設がきわめて容易になった。 ところで，い
わゆる「総合科目」の意味は，必ずしも一義的に定まっ
ているわけではないが，ごく大まかにいえば，一定の主
題について，いくつかの専門分野にわたる内容をまとめ
て諸分野の関連や，歴史的な流れあるいは地域比較とい
った角度から事柄を統合的に把握，理解でき る ように授
業科目を編成し，これを教授することによって，一つの
まとまった教育成果を得ょうとする授業科目のことであ
るといえよう。 たとえば， 「ヒュ」マニス。ムの歴史」
「都市公害について」「日本文化と西洋文化Jというよ
うなものである。 これらの試みは，すでにいくつかの大
学において実施されており，また，現在，大学の自主的
な改革の一環としてこの具体的な実施を計画している大
学も少なくない。 従来の基準のもとでは，こ のような授
業料自の開設を予想していなかったので，人文，社会，
自然のうちの二以上の分野に属する内容の授業科目を開
設した場合，これを履修した学生の卒業の要件を算定す
る場合，いずれの系列の科目を修得したこととするかに
ついて非常に難しい判断を大学側が強いられることにな
るという事情があった。 今後は， そのような臨路が取り
除かれることになり，大学にとっては， 「 総合科目」の
開設が実質的にきわめて容易となり，「単一科目」のみ
の カリキュラム編成に新たなパラエテイ｝を盛り込む余
地が一層広くなったということができ るe

なお，いわゆる単一科目についても，各大学において
それぞれの教育目的に即した授業科目を開設しうる よう
にするため，とくに科目名を例示することはやめること
とした。 しかし，一般教育の趣旨に照し，専門科目に類
する ような科目とか，余りに細分化した科目等を開設す
ることは， じゅうぶんに練られた積極的な教育上の計画
がある場合を除き，適当でないことは，従前と同様であ
る。

報 第131 ・132号
2. 各授業科目と単位数 （第2 5 条関係）
i (1) 大学で開設する授業科目の単位数は各大学で定めるものとすること。

従来の基準においては，各授業科目の単位数は，一般
教育科目，外国語科目，保健体育科目，基礎教育科目，
専門教育科目という授業科目の区分ごとに一律に規定さ
れていた。たとえば，一般教育科目に関する授業科目は
原則として4単位と定められていた。 すなわ ち ， 「 哲
学J 「 政治学」「物理学」等どのような授業科目を履修
しても基準上は原則的には，すべて同 じ4単位を修得す
るべきものとされていた。 具体的な履修方法でいえば，
一般教育科目については，いずれの授業科目 も ， 1 年
(30週） をとおして，各週ーコマ （ 2時間） ，あるいは

半年間 （ 1 5週） 各週2コマの講義を受けたのち，試験を
受けて4単位修得するというのが通常の方法になってい
たわけてcある。 このことが，左かしいずれの授業科目
についても画一的に，内容を堀り下げることができない
ま ま通り一辺の授業が行なわれたり，逆に必要と考えら
れる科目であっても量的にまとまらないために開設が見
送られたりすることの一つの原因となっていた。

今回の改正では， 以上のような点を改めることとし，
基準のうえで一般教育科目を含めてすべての授業科目の
単位数を一律に規定することはやめ，各大学が各授業科
目の教育内容に即して単位数を定めるものとした。 これ
によって，大学が各授業科目にどのような比重をかける
かについて一層の弾力性が認められることとなったわけ
である。 とりわけ，一般教育科目については，前記1 の
(2）で述べたように，内容的に二以上の学問分野にわたる
授業科目を認めたことにより，今後，4単位以上の単位
数を有する授業科目がこの改正に基づいて各大学で開設
されてくることが予想される。

一方， 1 科目を！ないし 2 単位程度に細分した場合に
は教育効果の面において一般教育の目的が達せられなく
なるおそれがあり，他方，4単位を大巾にこ えた単位を
与えることは学生の負担を重くするおそれがあるという
従前からの考え方を今回不適当とLてしりぞ？けたのでは
ないことは当然であり，この点は各大学で授業科目およ
び単位数を決める際充分留意していただきたい。

なお，専門教育科目および基礎教育科目の単位数につ
いての考え方は，従前と同様である （「大学設置基準の
解説」第 6 の2 参照） c 
(2）単位の計算方法は従来どおりであること。 I 
単位の計算方法に関する規定は，今回何ら改めていな

いので，単位の計算方法については，従来とまったく同
じ取り扱いてぜある。

-10 -
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したがって，（1）て守述べたように，各授業科目に対する
単位数は各大学で定めることになるのであるが，たとえ
ば講義科目を 4単位から 6単位に変更する場合には，従
来より 5割増の講義時閣を設けなければならないことは
いうまでもない。

3 . 卒業の要件 （第32条関係）

I (1）一般教育科目mて附ベ柑同カ性をもたせたこと。
大学の卒業の要件は，大学に 4 年以上在学し， 124単

位以上を修得することとされているが，従来 の 基 準 で
は， その124単位のうち 一般教育科目については人文科
学，社会科学，自然科学の三系列についてそれぞれ3科
目以上12単位，合計9科目以上36単位を修得することが
卒業の要件とさ れていた。

今回の改正では，これを「人文，社会，自然の三分野
にわたり36単位」以上とした。すなわち，大学の一般教
育科目に関する卒業の要件として，単位数の合計につい
ては従来どおりとしながらも，授業科目の内容について
各分野均等という考え 方 を 改め，三分野にわたって修
得すべきことのみを定めることとした。たとえば， 4単
位の単一科目を用意している大学においては， 人文3科
目12単位，社会 2 科目8単位，自然 4 科目16単位という定
め方ができ るし，また，8単位の総合科目をいくつか用
意している大学にあっては，人文，社会，自然の三分野
にわたって単一科目を28単位修得させることに加えて，
総合科目ー科目 8単位を修得さ せ合計36単位と定めるこ
ともでき ることになる。要するに，大学がその大学の学
生に対して一般教育に関する卒業の要件として，どのよ
うな内容に重点を置いたかたちで課するかは，その定め
方が人文，社会，自然の三分野にわたっている限り基準
上は自由であるということである。

ところで，このような改正によって，学則等学内諸規
程の定め方によっては，学生の履修方法自体 について相
当大幅な弾力性が認められる場合がでてくることが予想
さ れる。 そのような場合には，一般教育の成果を挙げ る
ため，授業科目の履修方法について学生に対して周到な
ガイダンスを行なうことの必要性が従来に比していっそ
う増すことになろう。学生がいたずらに安易な履修方法
にはしったり，あるいは専門教育科目に関連の深い科目
のみの履修に専念したりすることがないよう，教育目的
に即したきめの細かい指導を期待したい。 1の（1）で指摘
した一般教育科目の開設方法の場合と同様，）般教育科
目に関する卒業要件を定めるにあたって，人文，社会，
自然の三分野のいずれかを．欠くことがあってはならない
ことはもとより，三分野のうちいずれか特定の分野に著
しく偏ることなく，専門教育との関連を考慮した調和の
とれた一般教育の履修が行なわれることが必要である。

-11-

報 第131・132号
(2) 一般教育科目36単位のうち12単位までは，外国語科目，基礎教育科固または専門教育科目の単位で代えることができること。
一般教育科目について卒業の要件とすべき単位数は，

従来の基準どおり原則として36単位であるが， その例外
となる場合については，従来の基準で定めら れてい た
「ただし，専門技能の教育を主とする学部にあっては，
その専攻分野に関連のある一般教育科目の単位のうち，
8単位を限り，基礎教育科目の単位をもって代えること
ができ る。」というのを「大学は，学部，学科または課
程の種類により教育上必要があるときは， 一般教育科目
について修得すべき単位のうち12単位までを， 外国語科
目，基礎教育科目または専門教育科目についての単位で
代えることができ る。」ものとした。改正点をまとめる
と次の3つを挙げ ることができ る。

第一に，このような例外が認められる場合の要件を改
めたということである。すなわち，従来の基準において
は，振りかえ措置をとることができ る学部は， 専門技能
の教育を主とする学部（たとえば工学部とか農学 部 な
ど）に限られていたが， 今回の改正ではとくに限定はせ
ず，学部，学科または課程の種類により教育上必要があ
ると大学が認めたときは，このよ うな例外措置をとりう
ることにした。例外措置をとりうる範囲が一般化された
ということである。

第二に， 他の科目に振りかえることのでき る 単 位 数
が，8単位から12単位に増加したということである。一
般教育科目の卒業の要件についていえば，36単位を最大
24単位まて減少さ せることができることになる。

第三に，振りかえさきとなる授業科目の種類の範囲
が，従来の基礎教育科目のみから外国語科目，基礎教台．
科目，専門教育科目の3種類に拡大したということであ
る。

以上の改正は，基本的には，大学基準等研究協議会が
昭和40年3月に答申した「大学設置基準改善要綱」の趣
旨によったものである。すなわち，「要綱」によれば，
卒業の要件については，①一般教育科目’については，人
文，社会，自然の三分野にわたり24単位 ①外国語科目
については，ーの外国語の科目8単位 ①保健体育科目
については，講義および実技 4 単位（うち実技2 単
位以上） ①基礎教育科目については，12単位，＠専門
教育科目については，76単位。と原則を示したうえ，さ
らに，学部，学科または課程によって基礎教育科目を12
単位まで必要としないときは，それを一般教育科目，外
国語科目または専門教育科目の単位で代えることができ
るとの例外措置を認めている。今回の改正では，以上の
答申の趣旨は充分尊重しつつも， 大学の一般教育の実状
等に鑑み，一殻教育科目36単位の原則はなお維持するこ
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ととし， 基礎教育科目の修得を原則的な卒業の要件とす
るまでには踏み切っていなし、。 しかしながら， 大学の自
主的な判断により， ほぼ答申どおりの卒業の要件の定め
方もでき る よう，一般教育科目の振りかえというかたち
て答申の趣旨を生かしたものである。

なお， 基礎教育科目の性格については，従来 どおり
「専門の基礎を与えることを目標とする。 」も の で あ
り， 一般教育科目の性格あるいは目標とは異なるもので
あるので，そのような内容を有する授業科目 に つ い て
は， 一般教育科目としてではなく， 基礎教育科目として
開設すべきことはいうまでもない。
｜ 同 外国語科目の取扱いの一部を改めたこと。

外国語科目に関する卒業の要件の定め方については，
今回基本的には改めていないが， 二以上の外国語の科目
の修得を卒業の要件とする場合の単位の取扱いについて
は，包）との関連で若干改めることとした。 すなわち，従
来の基準においては， 大学がニ以上の外国語の科目の修
得を卒業の要件とする場合の単位の取扱いは，ーの外国
語の科目（いわゆる第一外国語） の単位は，基準上は，
外国語科目に関する卒業の要件としての単世として取扱
い，他の外国語の科目（いわゆる第2 外国語） の単位は
専門教育科目に関する卒業の要件としての単位として取
扱うこととしていた。

このような取扱いは，一般教育科目の卒業の要件を従
来どおり36単位としている限り， 従前と同様である。 し
かしながら， （2）に述べた改Eに基づいて， 一般教育科目
に関する卒業の要件をたとえば32単位とし， 残った4単
位をいわゆる第2 外国語科目として修得させようとする
場合には， 当該第2 外国語科目の4単位は，基準上は，
従来のように専門教育科目の単位として取扱うのではな
く， 一般教育科目の振りかえとしての外国語科目の単位
として取扱うことになる。 この場合の卒業の要件の定め
方は， f一般教育科目32単位＋第2外国語科目4単位J
＋第1外国語科目8単位十保健体育科目4単位＋専門教
育科目76単位二124単位というようになる。 若干複雑の
ようにみえるが，要するに， 第2 外国語科目もあわせて
卒業の要件にしようとする大学においては，その卒業の
要件としての各授業科目の種類ごとの単位数の配分につ
いて少なくともニとおりの方法をとりうる ようになった
ということである。

さ らに，上記の場合で第3外国語4単位を卒業の要件
として課する場合には， 従来と同様これを専門教育科目
の単位とみなすこととなる。 すなわち卒業の要件の定め
方は， 「一般教育科目32単位＋第2外国語科目4単位」
＋第1外国語科目8単位＋保険体育科目4単位＋「専門
教育科目72単位＋第3外国語科目4単位」ニ124単位と

報 第131・132号
いうことになる。

なお， 卒業の要件として124単位以上の単位を課す場
合については， （4）を参照されたい。

｜｝るゐ…干業ら主i十工L尋吾子三－卓位数己：ミ；九王－－
｜ れ一般教育科目36単位，外国語科目8単位，保健 ｜ 体育科目 4単位， 専門教育科目76単位を含め 124 I ｜ 単位以上とすること。 ｜ 

大学の卒業の要件として課すべき単位数は124単位を
最低とし， それ以上の単位（いわゆる増加単位） は各大
学の判断によって定めうることは従来の基準どおりであ
るが， その場合の表現の方法を従来と若干改めた。 すな
わち，従来の基準では，増加単位わおきうる科目は専門
教育科目に限られるのか， それとも他の科目についても
認められるのかについて， 必ずしも明らかとはいいがた
かったが，今回の改正においては，右記のとおり各授業
科目の種類ごとに必要単位を定め， 増加単位をどこにお
くかの判断をすべて各大学にゆだねることを表現上明ら
カ寸乙しTこ。

もっとも，大学における教育は， 124単位の授業を充
実することが先決であり， いかなる授業科目であれ，増
加単位をおくことはそれだけ学生の負担を増加させるこ
とになるため， その増加の巾は教育目的および効果との
関連においてあくまで慎重を期すことが望ましい。

この点について，さきに触れた「大学設置基準改善要
綱」では， 「増加単位は全体でおおむね16単位（つまり
全体 では124単位＋ 16単位＝140単位） を限度 と す る 」
と，その一応の限度を示しているので参考とされたい。

4 . 医学または歯学の学部の進学の課程の修了の要件（第
33条関係）
｜ ω 一般教育昨ついて修得内単向力性 ｜をもたせたこと。 ｜ 

医学または歯学の学部の進学の課程（以下「 進 学 課
程」という。 ） の修了の要件のうち一般教育科目に関す
る部分については，従前から医学・歯学以外の学部（以
下「一般の学部」という。 ） についての卒業の要件の場
合とほぼ同様に定められていた。 今回，一般の学部につ
いての卒業の要件のうち一般教育科目に関する部分を3
の（1）のように改めたことにともなって，進学課程の修了
の要件についても同様の改正を図った。

今回の改正によって，従来の基準と異なる点は，おお
むね3の（1）において述べたことと同様である。また，従来
の基準では自然科学系の科目について各科目4単位のう
ち 1単位は実験とすることを要求していたが， 今回の改
正では，とくに規定しないこととした。 しかし， 各大学
において，従来どおり実験を進学課程の修了の要件中に
加えることは何らさしっかえないことは当然であり， む

円Jι
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し ろ学部の性質上適当なことといえよう。
なお， 基礎教育科目について，従前の基準に あ っ た

「基礎教育科目は，この表中自然科学系の科目として掲
げ る もののうち ， 一般教育科目として修得しなかった科
目及びその他の科目について修得する ものとする。 」と
いう備考は，今回削除する こ と と したが， 基礎教育科目
の性格は，3の（2）に触れたとおり 従来と同様であ り ，専
門教育に入る前に専門教育を受けるためその基礎的科目
を学習するにふさわしいものでなければならない。

（第23条参照）
(2） 一般教育科目36単位のうち12単位までは， 外国語羽 田 ， 基礎教育科目の単位で代えることができること。
この点に関して も ， 3の（2）とほぼ同様の改正を図った

ものであるが，一般の学部の場合と異なる点は， 専門教
育科目への振り かえを認めないということである 。 医学
または歯学の学部における教育は学校教育法第55条第 2
項の規定によ り ， 進学課程と専門課程とに載然と区別さ
れているこ とによ るためである 。

5 . 外国人留学生に係る卒業の要件（第45条関係）
(1） 一般教育科目について卒業の要件となる晶子！振り かえ措置に弾力性を もたせたこと。 i 

外国人留学生については従来， ①日本語科目およ び日
本事情に関する科目（以下 「日本語科目等」という。）を
置き ， これらに関する授業科目を開設することができる
こ と 。 ①卒業の要件について， 一般教育科目36単位のう
ち 1 6単位までを， 保健体育科目4単位のうち実技 2単位
を， それぞれ日 本語科目等の単位を もって代えることが
でき ること ， という特例が認められてきた。 （注）

今回の改正では， 従前の規定に加えて一般教育科目に
関する卒業の要件の定め方について，3の（1）および（2）に
述べた改正がそのま ま適用され， 各系列ごとの枠をはず
すと と もに， 学部， 学科または課程の種類によ り 教育上
必要があ るときは， 一般教育科目に関する単位のうち 1 2
単位までは， 外国語科目， 基礎教育科目または専門教育
科目の単位を もってかえることができること と した。

従って， 今回の改正によって 日 本語科目等を開設する
大学にあっては， 一般教育科目に関する卒業の要件と し
ての単位については， 上記のとおり それぞれ異なった趣
旨によ って二重の振 り かえ措置が可能となり ， 外国人留
学生の一般教育科目に関する卒業の要件は，最低を とっ
た場合8単位と定めること も 可能となったことになる。
（注） この点の関する趣旨等については， 昭和37年4月

18日 付けの各国公私立大学長あて大学学術 局 長 通 知
「外国人留学生の一般教育等履修の特例について」を

参照されたい。

報 第131 ・ 1 32号
i 包） 外国語科目の修得は卒業の要件と しないことが I できる こ と 。

従来， 外国人留学生に係る卒業の要件のうち，外国語
科目については， 日 本人学生と同 じくーの外国語の科目
8単位を課すこと と されていた。 しかしながら，日 本入
学生について外国語を修得させること と同程度に外国人
留学生に外国語を一律に修得させることが必要でない場
合も 多く，外国人留学生に無用の負担を課す結果となる
場合が多いという意見もだされていた。

このような事情 も あ り ，今回の改正では， 基準上は外
国語科目の修得は卒業の要件と しないことができ る も の
とし，従来どおり 外国語科目の修得を卒業の要併とする
かどうかは実態に即して，個々の大学の自主的な判断に
ゆTごねることとした。

また，外国語科目の修得を卒業の要件と しない場合に
あっては， その8単位分を 日 本語科目等の単位で代える
ものとすることと した。 したがって， 従来の基準で認め
られてきた特例と合わせて， 卒業の要件としての日本語
科目等の単位は， 最大限26単位まで広げることができ る
ようになったわけで、あ り ， 今回の改正によ って， 外国人
留学生に対する 日 本語あるいは 日 本事情に関する教育を
実情に即して充実することができるようになった。

なお， 外国人留学生に係る進学課程の修了の要件のう
ち ， 一般教育科目に関する部分については（1）と同趣旨の
改正を図ったが， 外国語科目については， 従来の基準で
2 科目1 6単位が修了の要件と定tめられていた こと も あ
り ，そのうち1 科目 8単位は修7の要件として残し，他
の科目8単位は日 本語科目等の単位で代えることができ
る こととしTこ。

以上， 3' 4' 5 について述べたことを， 図表で示す
とおおむね， 別表のようになる。 参照されたい。

6 . その他
「 （1） ー閥均両示直両長��i�I
！ めたこと。 （第40条関係） ｜ 

従来， 一般教育科目に関する図書の冊数は， 人文科学
社会科学， 自然科学の各系列についてそれぞ、れ し 000 冊
以上， 合計 3 . 000 冊以上とされていた。 とれは，一般教
育科目の開設方法や一般教育科目に関する卒業の要件の
定め方について従来の基準にみられる各分野均等の考え
方を基礎として定められていたものである 。

しかしながら，今回の改正において，各分野の形式的
な均等の考え方をとらないことは， 1 の（1）に述べたとお
り である 。 従って図書の冊数について も 従来どおり の定
め方によ ることは必ずし も適当でないが， さ り とて，一
般教育科目に関して備えるべき図書が特定の分野に偏る
ことも適当ではないので，合計数は， 3 . 000 冊以上と従
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報� ザー 第131・132号昭和45年10月・1 1 月
てL、つ等件要の業卒

般〕

124以上計
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- 14 ー

内12以：内を 「外国語」 ， 「基礎教育」で代えること可



昭和4 5年10月 ・ 11月 ....... 竺f-

来どおりとしつつ，人文，社会，自然の各分野について
それぞれ800 冊以土備えるべきものと改めた 。 こ の た
め，ある程度は各大学の教育目的に応 じて重点をおきつ
つ全体 として均衡のとれた図書の整備を図りうる ことに
なる。l 包） 一般向吋る専任教員数の…改めたこ こと。 （別表第1 ，別表第2 関係〉

一般教育科目に関する専任教員数は，従来，人文科学，
社会科学，自然科学の三系列について，それぞれ基準と
なる数が定められていた。

たとえば，入学定員 1 00 人の場合には，人文科学系 2
人，社会科学系 1 人，自然科学系 2 人というのが各大学
において置く べき専任教員数の最低基準之 なっていた。

しかし，（1）に述べたのと同 じ理由から， このような各
系列ごとの専任教員数の基準を廃し，一般教育科目全体
の合計数のみ規定する ことに改めるとともに，各分野に
ついての最低基準数をも示すことと した。 たとえば入学
定員 100 人の場合には，各分野それぞれ1 名以上合計 5
名というのが一般教育科目の専任教員数の基準というこ
とになる 。

なお，医学およ び歯学の進学課程における専任教員数
についても同様の趣旨の改Eを図った。

たつ図を備整の定規の要他所の他そのそ円。

7 . 施行期日 （附則関係）
改正後の基準は，昭和46年 4 月 1 白から施行する こと

とした。 したがって，昭和46年度以降，大学における教
育課程の編成等は，改正後の基準に基づいて行なわれる
ことになるが，従来の基準は，改正後の基準の弾力性の
範囲内に含まれているため，従来の基準に基づいて実施
されていた教育課程の編成方法やそれらに関する学則等
の関係規定は，改正後の基準に抵触するものではない。
したがって，従来の基準に基づ く 教育課程の編成方法等
に変更を加える必要を認めない大学においては，従来ど
おりの方法で行なってき しっかえない。

他方，改正後の基準の範囲内で，教育課程の編成方法
等を改める大学にあっては，学則等学内諸規程の関係部
分を改正する必要がある。 と く に卒業の要件に関する規
定等を改正する場合， 当該改正規定を適用する年度以前
に入学した学生に対して，なお従来の規定を適用する必
要を認めたときは，所要の経過措置を定めた規定を設け
る ことが必要である 。

報 第131・132号
教育職員免許法施行規則 の 一部 を

改正す る 省 令 に つ い て

文部省令第22号
教育職員免許法 （昭和24年法律第147号） の規定を実施

するため， 教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令
を次のように定める。

昭和4 5年8月31 日
文部大臣 坂 田 道 大

教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令
教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号〉

の一部を次のように改正する。
第1 条を次のように改める。

第1 条 教育職員免許法（昭和24年法律第147号。 以下「免
許法」という。 ）第 5条別表第1 に規定する小学校，中
学校，高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状の授与を
受ける場合の一般教育科目の単位の修得方法は，人文，
社会及び自然の三分野にわたって修得する ものとする。

2 基礎教育科目について修得した単位は，一般教育科目
について修得する ことを必要とする単位数に含める こと
ができ る。

3 一般教育科目の単位の修得にあたっては， 日 本国憲法
Z単位を含めて修得するものとする。

4 小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を受ける
場合の一般教育科目の単位の修得にあたって，倫理学，
哲学又は宗教に関する科目のいずれか 1 の科目の 2 単位
を含めて修得するものとする。

5 第3項の日本国憲法又は前項の倫理学，哲学若し く は
宗教に関する科目の単位は， 教科に関する専門科目の日
本国憲法文は倫理学，哲学若し く は宗教に関する科目の
単位を修得した者については， それぞれ 2 単位まで他の
一般教育科目の単位をもって，これに替える ことができ
る。

附 則
この省令は，昭和46年 4 月 1 日から施行する。

教育職員免許法 施行規則 の一部 を 改

正す る 省令の制定 に つ い て （通達）

教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（昭和4 5
年文部省令第22号）が別添のとおり昭和4 5年8月31 日 に公
布さ れ，昭和46年 4 月 1 日から施行される ことになりまし
すこ。

この省令は，昭和4 5年8月31日 に行なわれた大学設置基
準の改正に応 じ普通免許状の授与を受ける場合の一般教育

｜ 科目の単位の修得方法を改めたものであります。 改正の内
容およ び留意点は，下記のとおりでありますので，貴管下関
係者にこの趣旨の徹底を図るとともに，その運用にあたり
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遺憾のないようにお取り計らい願います。

記
1 . 普通免許状の授与を受ける場合に必要な一般教育科目
の単位は， 従来人文科学， 社会科学およ び自然科学の三
系列について， それぞれ12単位ずつ均等に修得するもの
とされていたが， これを人文， 社会および自然の三分野
にわたっ て修得すれば足りるものとしたこと （第 1 条第
1 項）。
この場合において， 三分野のうち， いずれか特定の分

野に著しく偏らないようにすることが望ましいこと 。
なお， 短期大学において， 2 級普通免許状の授与を受

ける場合に必要な一般教育科目18単位を修得 す る と き
は， そのうち12単位については， 短期大学設置基準の卒
業要件に関する規定（第二の九の の があることは従前
のとおりであること。

報 第131 ・ 132号
I 2 普通免許状の授与を受ける場合において， 基礎教育科

自について修得した単位は， 一般教育科目について修得
することを必要とする単位数に含めることができ ること
（第 1 条第2 項）。
なお， 基礎教育科目について12単位以上修得した場合

においても， 大学設置基準の卒業要件に関する規定 （第
32条第2 項） により， 一般教育科目は24単位以上修得す
る必要があること。I 3 日本臨ま吋理学 哲学もし く は排関する

｜ 科目 の単位の修得方法は， 従前の と お り であること （第

I I 一 一 ゆ 項）
4. 大学設置基準の改正については， 昭和4 5年9 月 19 日 付
け文大大第432 号 「大学設置基準の一部を改正する省令
の制定について」 を参照さ れ7こいこと。

教育職員免許法施行規則の一部を改正す る 省令新旧対照表

改 正 条 文
第1条 教育職員免許法 （昭和24年法律第147号。以下 「

免許法」という。 ）第5 条別表第1 に規定する小学校，
中学校， 高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状の授
与を受ける場合の一般教育科目の単位の修得方法は，
人文， 社会及び自然の三分野にわたって修得するもの
とする。2 . 基礎教育科目について修得した単位は， 一般教育科
目について修得することを必要とする単位数に含めることカミできる。3. 一般教育科目の単位の修得にあたっ ては， 日本国憲
法 2 単位を含めて修得するものとする。

4. 小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を受け
る場合の一般教育科目の単位の修得にあたっては， 倫
理学， 哲学又は宗教に関する科目のいずれかーの科目
の 2 単位を含めて修得するものとする。

5. 第3項の 日 本国憲法叉は前項の倫理学， 哲学若しく
は宗教に関する科目の単位は， 教科に関する専門科目
の 日 本国憲法叉は倫理学， 哲学若しくは宗教に関する
科目の単位を修得した者については， それぞれ 2 単位
まで他の一般教育科目の単位をもっ て， これに替えることカ2できる。

現 行 条 文
第1条 教育職員免許法 （昭和24年法律第147号） （以下 「免許法」というの 〉 第5 条別表第1 に規定する小学校， 中学校， 高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状の授与を受ける場合の一般教育科目の単位の修得方法は， 次の表の定めるところによ る。

免許状｜ 件校， 中学校 I 11－..学校， 中学校 ｜の種類｜ 又は幼稚翌の教 ｜ 又は幼稚園の教 ｜l 諭の 1 級普通免 ｜許状 高尋学校 ｜ 諭の 2 級普通免教諭免許状 ｜ 許状｜一般教育｜科目の区分 ＼ ｜ 最低修得単位数
人文科学に関す 目る科目（音楽， 美術等 ｜

l 立 ｜） ｜ 騒音学に関す l
dト ｜ （ 日 本国憲2 単位を 12 む。 〉

I I 

最低修得単位数
6 

計 －
n6

 

FD
－
4｜

 

憲を
一

国位）一計
本単。一

日2む一

ーーπ怯協同「｜

6 

備考1 . 小学校又は中学校の教諭の普通免許状の授与を受ける場合の人文科学に関する科目の最低修得単位数には，倫理学， 哲学又は宗教に関する科目のいずれかーの科目の 2 単位を含むものとする。2 . 前号の倫理学， 哲学若しくは宗教に関する科目叉はこ の表の 日 本国憲法の単位は， 教科に関する専門科目の倫理学， 哲学若し く は宗教に関する科目又は 日 本国憲法の単位を修得した者については， それぞれ 2 単位まで， 倫理学， 哲学又は宗教に関する科目の単位の場合にあっては当該科目以外の人文科学に関する科目の単位をもって， 日本国憲法の単位の場合にあっては他の社会科学に関する科目の単位をもって， これに替え ｜ ることができる。 ｜ 
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昭和45年1 0月 ・ 1 1 月 ........ f-

宮 山 大学工学部規則 の 一部改正

富山大学工学部規則の一部を改正する規則を次のよ う に
制定する。

昭和45年 1 0月23 日
富山大学長 後 藤 秀 弘

富山大学工学部規則の一部を改正する規則
富山大学工学部規則 （昭和25年1 2月 1 5 日 制定） の一部を

次のよ う に改正する 。
別表（1）の電子工学科の表の専攻科目 中

「 ｜ 量子電子工学およ び演習 I s I 」 を
「｜ 量子電子工学 I 4 I」 に
「 ！ ｜｜ 電子管工学およ び演習 I 5 ； 」 を
「｜ 電子管工学 I 4 I」 に
「i 電波工学 I 2 I」 を
「｜ 電波工学 l 4 I」 に
「｜ 電子計測 l 2 I I l i を削 り ，｜ 電気計測 l 2 I」「｜ 電子演算工学および演習 I s IJ を

「 ｜ 電子演算工学 I 2 ！」 に改め ，
「 ｜ 情工学およ び演習 I s I」 の次に
「｜ シ ス テ 十 工学 I 4 I」 を加え ，
「l 電子応用 I 2 I」 を削 り ，
「 ｜ 。 電子工学実験第4 I 2 I」 を
「｜ 。 電子工学実験第 4 J 1 I」 に
「｜ 電子工学研修 I 2 I」 を
「I I I ｜ 。 電子工学研修 I 2 I」 に改め る 。
関連科 目 中

「｜ 自動制御 I 3 I」 を
「｜ 自動制御 I 2 I 

｜ 自動制御特論 I 1 I」 に改め
「｜ 電磁波工学 I 2 I」 を削 り
「｜ 工業化学概論 1 3 I の次に｜ ｜」

「｜ 電気計測 2 I 
電子計測 2 l を加え る 。
電子応用 2 ！」

附 則
こ の規則は， 昭和45年 1 0月 23 日 から施行し ， 昭和45年1 0

月 1 日 か ら適用する 。

報 第13 1 ・ 1 32号

富山大 学教育学部附属 学校規則 の

一 部改正

富山大学教育学部附属学校規則の一部を改正する規則を
次の よ う に制定する。

昭和45年1 0月23 日
富山大学長 後 藤 秀 弘

富山大学教育学部附属学校規則の一部を改正する
規刷

富山大学教育部附属学校規則 （昭和41 年 1 月 1 7 日 制定）
の一部を次のよ う に改正する。

第 8 条の表中
「 ｜ 中学校 ｜ 普通学級 i 1 2  ! 50名 i 20叫60吐 を
「「一一一一｜ l 一了一一一「一一一了一一一

｜ 普通学級 ， 12 I so石 l ど00石川00缶中学校 ｜函；；－1 I 1 s 名 i 1叫 1九 l に

改め る。
附 則

' t ’」

こ の規則は， 昭和45年1 0月 23 日 か ら施行し ， 昭和45年 4
月 1 日 か ら適用する 。

諸

第14回評議会 （ 1 0月 23 日 ）
（審議事項）

..6. 
::ri; 議

(1) 富・山大学工学部規則の一部を改正する規則の制定に
ついて

(2) 富山大学教育学部附属学校規則の一部を改正する規
則の制定について

(3) 昭和何年度特別昇給定数（教官）追加配分案について
(4） 教官人事について （文理学部， 教養部）
(5) 昭和45年 9 月 卒業者の認定について
(6) （学士） 編入学について
(7) 昭和46年度入学試験問題作成主任委員について
(8） 経済学部教官選考内規について
(9) 昭和46年度富山大学経済学部経済学専攻科経理経営

専攻学生募集要項について
（報告事項）
(1) 昭和46年度富山大学大学院工学研究科 （修士課程）

入学試験合格者について
(2) 昭和46年度富山大学大学院薬学研究科 （修士課程〉

入学試験合格者について
(3) 昭和45年 9 月富山大学大学院薬学研究科 （ 修 士 課

程） 修了について
(4） 国大協関係について
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昭和45年1 0月 ・ 1 1 月 学 報 第 1 3 1 ・ 1 32号

第15回評議会 （1 1 月 20 日 ）
（審議事項〉
(1） 富山大学大学改革準備委員会規則 （案〉 の制定につ

いて
(2） 富山大学名誉教授に関する規程検討小委員会の報告

について
(3） 経済学部教官選考内規について

(4) 昭和46年度富山大学学生募集要項および富山大学案
内について

第 4 園事務協謹会 （1 1 月 2 1 日 〉
（議 題）
(1） 事務改善について
(2) その他

人 事 動異

現 ，ーιヲ民 異名 ｜
鴨 野 幸 雄

動 内 ｜ 発令年月 日 i 発 令 者
I 45 ・ 1 0 ・ 1 i 富山大学長

1 �1� 
I � I � 

,,,.,, 廿

講 師 （教養部〉 に採用する
教 授 （工学部） に昇任させる助（工 池 田 正 夫

敬一講江
（教

（工

教学一9養 有 沢 一 男 。 （教養部） 争

� 

q 

q 

学
養
タ ｜ 西 門 正 己 1 q （経営短期大学部〉 。（経営短 期 大 学 部） ｜ ｜ 文 部 事 務 ｛ ｜ I （薬学部会計係長） ｜ 加 藤 昭 作 ｜ 教育学部事務長補佐 。

（経 理 音f主 計 課） ｜ 氷 見 嘉 康 ｜ 文理学部会計係長 。
事 務 長 補 佐 ｜ 土 井 盛 治 ｜ 繍部庶務課課長補佐に配置換する（教 育 学 部） ｜ ！ 文 部 事 務 官 ！ ｜ （経理部主計課総務） I 田 中 昇 ｜ 薬学部会計係長係長 ハ ｜ 
（文理学込計係塁1J＿ 成 瀬 正 夫 ｜ 経理部主計課総務係長 。
（経 理 4経 理 課） i 山 本 道 弘

。 ｜ 野 田 敏 明（文 理 学 部） ' 
（庶 務 4庶 務 課） ｜ 野 尻 轄夫 ｜ 学生部学生課 三

イシ（学 生 部 学 生 課） i 

I C薬 学｜ 事 務（教 育 ’ 学
学

q 

（教 義 部） ｜ 常 楽 邦 雄
（長部自富事運晶）｜ 山 田 知 訪｜｜ ｜ 文部技官に任官させる

q 
q ｜ 酒 井（文理学部配管工〉 ｜

｜ （施 設 4工 務 員） ｜ 高 井
I C� 務 軍 佐 暴） ｜ 女 川 マ リ 子 ｜ 辞職を承認する

助 手 ｜ 中 川 孝 ｜ 講師 （教育学部） に昇任させる（教 育 学 部） I I 

部）師部） 三 日 市 政 司 助教授 （工学部）

。 に配置換する
。 経理課 q 

q 

ιI � 
中 田 孜 ｜ 文理学部

部） ｜ 涌 井 芳 朗 ｜ 学務係学生主任を命ずる
事！ 北 林 恒 よ｜ 文部事務官に任官させる
部） I �竺三」

部） 上 村 直 己 q （教養部）

q q 

q 

地 崎 昇 ィシ 。
能 手 哲 治

q 

q q 

q 

q 

q q 森 田 憲 治
q q 実

清 タ
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昭和45年1 0月 ・ 1 1 月 品同寺ー 報

（交
技
繭換

能部手開
補 課佐電

員話） ＼ 田 中 道 子 I 醐を承認する

（助文 教理 －ρマzふら－ 
lj 
養

戸守uλ， 
lj （教 養

i 早 瀬 富美子 事務補佐員 （教養部） に採用する
！ 岩 城 恭 子 。 （薬学部） 。
！ 平 石 佐一郎

書〕 j 久 保 和 巽
部） 贋 田 賀

事） 加 瀬 正二郎
部） 塚 崎 幹 夫

臨時用務員 （ 。 ） I/ 
教 授 （文理学部〉 に昇任させる

lj （教 養 部〉 lj 

助教授 （教育学部） lj 

I/ （教 養 部） 。

（文経 理部部 主技計 義｛） 岡 田 勝 二 。
竹 村 玲 子 教務補佐員 （教育学部〉 に採用する
有 律 宗 久 助 手 （薬学部） 。
杉 田 隆 子 。 （ タ ） 。
田 盛 一 枝 臨時用務員 （教育学部） 。
今 村 ま す子 。 （教養部） 。

（主理車部童話） I 酒 弁 実 ｜ 施設課町 ん士に併任する
（華育学議営繕里） 福 村 一 男 。

（薬学部会カミ ん 士） 砂子田 仙 吉 。

（教 養 音f営 繕 工） ｜ 松 丘 健 治 手

第13い 1 32号

45 . 1 0. 1 8  : I/ 

45. 1 1 .  1. ： 。
。 i I/ 
。 文 部 大 臣
。 ！ lj 

。 ！ 。
I/ I/ 

45. 1 1 .  9 I/ 

45 . 1 1 .  1 1  I/ 

45 . 1 1  1 6  I/ 
I/ I/ 

一一
I/ I/ 
I/ I/ 
I/ I/ 
I/ 。
。 。
I/ I/ 
I/ 。

学 内 諸 報

当者1 9名が参加して， 1 0月22 日 ， 23 日 の両 日 にわた り 開催
され， 来年度の体育大会 （石川地区で実施予定） をは じめ
多 く の議題について討議した。

文部省人事事務監査
全国 文理学部長連絡協議会

文部省によ る人事 事 務 監 査は， 1 0月 30 日 午前 9 時30分
か 悦 5 時吋部会議室で実施された。 ! 第31 回全国文理学部長連絡協議会は， 本学文理学部の当

監査は， 主と して昭和 4 3 年度以降の給与事務関係につ ｜ 番によ り ， 1 0月29 日 ・ 30 日 の両臼 ， 全国1 4国立大学 （ う ち
bて文部省大臣官房人事課給与班給与第二係長勝村光彦， ｜ 2 大学欠席） の文理学部長， 事務長等約30名が出席して開
同班給与第 4 係給与調査主任竹田弘， 同班勝川忠迫の 3 監 ｜ 催された。
査官によ り おこ なわれた。 ｜ 会議は， 文理学部の発展方策， 文理学部残留学生の取り

北陸地区文部省共済組合事務打合せ 会

第1 1 回文部省共済組合事務打合せ会は， 本学の当番によ
り ， 北陸地区の 3 大学， 1 商船高専， 3 工業高専の共済担

扱い， およ び今後の文理学部長会議の持ち方等を中心にし
て審議が進め られ， 2 日間の 日 程を終了 したe

- 1 9 -



第 1 3 1 ・ 1 32号報学昭和45年月 1 0 ・ 1 1 月

i 所 属 ： 官 職 i渡航の種類 渡 航 先 国 ｜ 目 的 期 間 ， 備 考 ｜
f 溶融塩化カ リ ウ ム 一塩化 リ ｜ i i 

！ ！ ＼ チ ウ ム 共融体中 Vおけ る 金 I 45 . 1 o . 3 i 在外研究員 1
1
斉藤 節 竺引三三！？？ ｜二三士l 属 イ オ ンの電解雇元生成そし

＿
！ I I I 46 . 1 o . 2 45一 乙－2 1 ! 

｜ ｜ ； に関す る 研究 i 
！ グ オ 戸タ ー ・ フ ォ ン ・ デ レ ！ i I 

• 1 I 45 . 1 o . 1  o ！ 在外研究員 ｜
上村 直己 ！ 教 養 部 ！ 助教授 ｜ 外国出張 ｜ ド イ ツ 連邦共和国 ！ ・ フ ォ 』 デ ル グ ァ イ デを中 i � ! I 

l一一一一一一｜一一＼__ \_ b問中世独ープi竺�－＇ 45－�－46 I ! I I ； 研究 ' 

I i I ! ; i 45 . 1 1 . 27 : I ) 1 1井 清保 i 文理学部 ！ 教 授 ｜ 外国出張 （ プ ラ ジ 崎衆国 ： ：晶子 よ話 ン ス ベ ク ト 1 46 . L 3 1 i 

者航渡外·>-J熔
名氏

職 員 文 化 展

富山大学 レ ク リ ェ ー シ ョ ン文化部会主催によ る第 7 回職
員文化展は 1 1 月 4 日 か ら 6 日 ま で， 学生会館第4 ・ 5集会室
で開催 さ れた。

会場には華道 ・ 手芸 ・ 書道 ・ 写真 ・ 絵画の各班か ら60名
の作品が約90点出品展示 さ れ る 一方， 同 期 間 中 の 1 1 月 5 日
に茶道班に よ る 築会が職員 ホ ー ノレ で ， 一般職員の多数参加

に よ り 盛況に行なわれ， 班員各位 の 日 頃の手並みを披露 し
文 化展 を 盛 り 立てた。

職員文化属の作品出品者は次の とお り 。
〔華道班〕 中島 範子 高 田 礼子
大場 文子 森田タ ミ 子 渡辺登美枝
和田 キ ク 田嶋 λ ミ 高 畠 幸子
高尾 貢 杉本 千代

〔手芸班〕 大場 文子
新村 栄子 渡辺登美枝
中 田 節子 杉本 良子
蓮 田 初枝 御福富美子
中 村 優子 中川 栄子
清水 麗子 （盆景）

〔書道班〕 若林 良吉 高崎
平岩 広一 泉 田 利享 島－野笹倉久美子 塚 田 健夫 （ デ ザ イ ン ）

〔写真班〕 大場 文子 麻生 友治
田 中 久雄 館盛 貞信 瀬川 慶之

〔絵画班〕 竹内豊三郎 中川 正之
高安 紀 岡本 欣司 岩城 広光
中谷 唯一 高 田 礼子 関場 貞 子

全国公務員 レ ク リ ェ ー シ ョ ン共同事業富山地区ふ な釣大
会が， 1 0月 25 日 （ 日 ） 午前 9 時 よ り 新湊市堀岡地内におい
て 9 機関 （60 名 ， う ち本学1 5名） が参加 し て開催 さ れたの

結果は次の と お り で した。
入賞 団体の部

優勝 富山大学

次勝 富 山 食糧事務所
参勝 富山工業高等専門学校

個人の部
優勝 高木和幸 （食糧事務所）
次勝 大木平吾 （富山大学〉

富山地区 R連盟釣大会

子
子
子

紀
郁
昭

崎
沢
本

山
有
山

舟木 美枝松原 薫
田 嶋 ス ミ
高 辻 き み子
山崎 紀子

文部事務官 山測保 明氏逝去

文理学部文部事務官山側保明氏は， かねて高血圧， 腎性
糖尿等の病気のため ， 富山 日 赤病院で入院加療中 の と こ ろ
1 0月 2 日 逝去 さ れ ま し た 。

こ こ に謹ん で哀悼の意を表 し ま す 。
山測氏は ， 昭和 7 年 3 月 富山 県立滑川商業学 校 を 卒 業

後， 商事会社勤務を経て ， 昭和23年 4 月 富山師範学校に勤
務 さ れて以来， 25年 2 月 富山大学事務局会計課， 34年 1 月
間文理学部会計係な ど 勤続22年間， 終始会計職員 と し て職
務 に精励 さ れた。 享年57才
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＜新任 者＞
教育学部

教務補佐員
臨時用務員

経済学部

事務補佐員
薬 学 部

助
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一枝

玲子

静子

員

竹村
田 盛

赤 田
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宗久有様手景の展化文員職



昭和45年月 1 0 ・ 1 1 月

� 杉田 隆子

事務補佐員 岩城 恭子
臨時用務員 平石佐一郎

教 聾 部
講 師 鴨野 幸雄

事務補佐員 早瀬富美子
臨事用務員 今村ま す子

＜改 姓＞
薬 学 部

助 手 横j拳 隆子 （ 旧 姓 ・ 杉E)
工 学 部

文 部 技 官 赤壁 節子 （ 旧姓 ・ 高田）
事務補佐員 舘 喜美子 （ 旧 姓 ・ 高田）

＜住所変更〉
庶 務 部

文部事務官 吉本 徳行

文理学部
助 教 授 鍬田 邦夫

事務補 佐員 堀川 明路

教育学部
文部事務官 野口 隆

薬 学 部
助 手 横 1翠 隆子
文部事務官 石黒 幕子

工 学 部
助 手 中谷 訓幸
文 部 技 官 赤壁 節子
文部事務官 右坂 淳子
事務補佐員 舘 喜美子

附属 図書館
事務補佐員 吉田 順子

経営短期大学部
文部事務官 高松 平吉

主 要 日 誌

本 部 1
1 0月 1 日 職業補導担当者会議

第 7 回補導協議会

........ -r 

2 日 富山大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
富 山 大学名誉教授に関す る 規程検討小委員会

5 日 富 山大学大学改革準備委員会
8 日 ～ 9 日 第四回東海 ・ 北陸地区国立大学学生部課

長会議
9 日 富山大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
1 2 日 富山大学大学改革準備委員会

報

1 4 日 大学院委員会 定期健康診断
1 6 日 学園ニ ュ 』 ス 編集委員会

第1 31 ・ 1 32号

1 9 日 富山 大学名誉教授に関す る規程検討小委員会
富山大学大学改革準備委員会

23 日 第 1 4回評議会 学園ニ ュ ー ス 編集委員会
26 日 富山大学大学改革準備委員会
27 日 教養部運営協議会
30 日 文部省人事事務監査

富山大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
学園ニ ュ ー ス 編集委員会
第 2 回入学者選抜方法研究委員会

1 1 月 1 日 学園ニ ュ ー ス 発行 （創刊号）
2 日 富山大学大学改革準備委員会

富山 大学公務員宿舎委員会
6 日 富山 大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
9 日 富山大学大学改革準備委員会 胃 の検査
1 0 日 富山大学名誉教授に関す る 規程検討小委員会

1 3 日 富山大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
学園ニ ュ ー ス 編集委員会

1 4 日 ～ 1 5 日 第 7 固体育会 リ ｝ ダ h 講習会

（於文部省登山研修所）
1 6 日 第 4 回入学試験管理委員会

富山大学大学改革準備委員会
1 9 日 第 4 囲授業料減免選考委員会

第 8 回補導協議会
20 日 第 1 5 匝評議会
2 1 日 第 4 回事務協議会
2 1 日 ～23 日 第20回北陸三県大学学生交歓芸術祭

（於学生会館， 富山県民会館， 富山 市 公 会 堂
他）

27 日 富山大学評議会 ・ 協議会規則検討小委員会
学園ニ ュ ー ス 編集委員会

30 日 富山大学大学改革準備委員会

｜ 文 理 学 郵 ！
1 0月 2 日 生物学選考委員会委員会 7 日 教授会

人事教授会 1 4 日 文学科教官会議

1 7 日 哲学選考委員会 1 9 日 文学科後学期授業開始
2 1 日 人事教授会
29 日 ～30 日 第3 1 回全国文理学部長連絡協議会

（於富山大学文理学部）
1 1 月 4 日 文学科教官会議

5 日 物品検査 （ 5 日 ～ 7 日 学内監査員によ り 実施）
1 0 日 胃部 レ ン ト ゲ ン 間接撮影
1 2 日 西洋史学選考委員会 1 6 日 教授会

人事教授会
1 7 日 専門教育課程移行者に対す る オ リ ヱ ン テ ー シ ョ

y 

2 年次後学期授業開始

- 2 1 ー



昭和45年 1 0 月 ・ 1 1 月 学

｜ 教 育 学 部
1 0月 ！ 日 ～ 6 日 附属 中学校修学旅行

2 日 紀要編集委員会
3 日 ～ 4 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会雪語

科， 書道科合同研究協議会 （於新海大学高田分
校）

4 日 ～ 5 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会英語

科研究協議会 （於信州大学）
5 日 特別教職課程委員会
7 日 ～ 8 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会社会

科研究協議会 （於新潟大学長岡分校〉

1 3 日 教務委員会 人事教授会 1 4 日 教授会
1 5 日 ～ 1 6 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会数学

科研究協議会 （於信州大学）
1 9 日 後期授業開始 附属幼稚園運動会

22 日 附属小学校 6 年生修学旅行
22 日 ～23 日 全国教育学部長会議 （於熊本大学）
27 日 ～28 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会保健

体育研究協議会 （於金沢大学）
28 日 補導委員会 教務 ・ 補導合同委員会

教務委員会 教授会
29 日 ～30 日 日 本教育大学協会北陸地区第一 ・ 二部会

合同評議会 （於信州大学）
1 1 月 4 日 教授会 附属小学校遠足

4 日 ～ 5 日 附属中学校学校祭
7 日 2 年次 オ リ エ ン テ ー シ ョ ン
8 日 ～ 9 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会教育

学 ・ 教育心理学研究協議会 （於金沢大学）
1 1 日 胃 の検査 教務 ・ 補導合同委員会 教授会

附属幼稚園研究実技講習会
1 2 日 附属学校胃 の検査
1 3 日 ～1 4 日 日 本教育大学協会北陸地区第二部会理科

研究協議会 （於福井大学） 1 8 日 教務委員会
教授会 26 日 附属学校運営委員会

27 日 全国国立大学附属学校連盟教頭会 （於箱根）

｜ 経 済 学 都 ｜
1 0月 5 日 財務委員会 7 日 第24回教授会

第 1 9回教務委員会 1 4 日 第 2 回学部補導委員会
2 1 日 第25回教授会 第20回教務委員会
23 日 第2 1 回教務委員会 （持ち 廻 り ）
28 日 第 3 回学部補導委員会
30 日 第22回教務委員会 （持ち 廻 り ）
3 1 日 レ ク リ ェ 」 シ ョ ン （片山津温泉）

1 1 月 9 日 第 4 回学部補導委員会
1 0 日 第23 回教務委員会 1 1 日 第26 回教授会（臨時）

学部図書委員会 1 2 日 胃 の検査
1 4 日 第24回教務委員会 （持ち 廻 り ）
1 6 日 2 年次後学期授業開始 1 8 日 第27回教授会

第25回教務委員会

報 第 1 3 1 ・ 1 32号

24 日 4 年次後学期授業開始

｜ 薬 学 部 ｜
1 0月 6 El 人事教授会

6 日 ～ 7 日 大学院薬学研究科入学試験
7 8 薬学研究科委員会 1 3 日 学部図書委員会
1 5 日 教授会 22 日 学部図書委員会 28 日 教授会
30 白 人事教授会 1 1 月 7 日 教務委員会

職員秋季 レ ク リ ェ 』 シ ョ ン （ 山 田温泉）
1 1 日 教授会 薬学研究科委員会

学部職業補導委員会 1 2 日 胃 の検査
1 7 日 教務委員会 1 8 日 教授会 24 日 教務委員会
25 日 教授会 薬学研究科委員会

｜ 工 学 部 ｜
1 0月 1 2 日 教務委員会 1 4 日 一般教授会

22 日 学科主任会議 1 1 月 7 日 学術講演会
9 日 学部学生 （補導〉 委員会
1 1 日 一般教授会 工学研究科委員会
1 2 日 イ ン フ ノレ エ ン ザ予防注射 （第 1 回 目 〉
1 4 日 一般教授会
1 6 日 2 年次学生 オ リ エ ン テ ー シ ョ シ
1 8 日 胃 の検査
1 9 日 イ ン フ ル エ ン ザ 予防注射 （第 2 回 目 〉
25 日 一般教授会
26 日 寮生 と 寮補導委員 と の懇談会

｜ 教 養 部 ｜
1 0月 6 日 教務委員会 7 日 教授会 20 目 前期授業終了

20 日 ～2 1 日 第 6 回1 2大学教養部長連絡会議 （於千葉
大学） 2 1 日 教授会

22 日 補導委員会 23 目 前期試験開始
26 日 紀要委員会 29 日 教務委員会

1 1 月 4 目 前期試験終了 図書委員会 教授会
1 0 日 胃 の検査 1 1 日 補導委員会 教授会
1 4 日 教授会 1 6 日 後 期授業開始
1 8 日 教授のみの教授会
25 日 教授のみの教授会 教授会

｜ 附属 図 書館 ｜
1 0月 6 日 事務打合せ会

1 6 日 レ フ ァ レ ン ス ・ ノレ 』 ム 小委員会
23 日 事務打合せ会 28 日 X 線間接撮影

1 1 月 5 日 ～ 7 日 第 3 回新 し い大学図書館像特別委員会
（於東京大学総合図書館）

1 1 日 胃 の検査 1 7 日 事務打合せ会
1 8 日 定期健康診断 26 日 事務打合せ会

レ フ ァ レ ン ス ・ Jレ ー ム 小委員会
図書館商議会 27 日 事務打合せ会

｜ 経営短期大学部 ｜
1 0月 1 日 後期授業開始

9 日 ～ 1 4 日 大学祭 （休講〕
22 日 第 9 回教授会
29 日 第1 0回教授会

1 1 月 9 日 9 月 卒業者の卒業証書授与
1 1 日 胃 の検査
1 3 日 第 1 1 回教授会
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